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―――――――――――――――――――― 

１． 基礎編 

―――――――――――――――――――― 

（１）虐待とは 

虐待は、子供の心身の成長及び人格の形成に

重大な影響を与えるとともに、次の世代に引き

継がれるおそれもあり、子供に対する最も重大

な権利侵害です。保護者による虐待は、家庭内

におけるしつけとは明確に異なり、懲戒権など

の親権によって正当化されるものではありま

せん。 

虐待の種類は概ね次の４タイプに分類され

ますが、多くの事例においては、いくつかのタ

イプの虐待が複合していることに注意しなけ

ればなりません。 

【虐待の種類】 

身体的 

虐待 

幼児児童生徒の身体に外傷が生じ、又は

生じるおそれのある暴行を加えること。

外側からは簡単に見えないような場所に

外傷があることも多くあります。 

性的 

虐待 

直接的な性行為だけでなく、性的な満足

を得るためにしたりさせたりする行為な

どより広い行為が含まれます。子供をポ

ルノグラフィーの被写体にすることなど

も含まれます。 

ネグレ 

クト 

心身の正常な発達を妨げるような著しい

減食または長時間の放置、保護者以外の

同居人による身体的虐待や性的虐待の放

置、その他保護者としての監護を著しく

怠ること。例えば、重大な病気になっても

病院に連れて行かない、下着など長期間

ひどく不潔なままにする、子供を遺棄し

たり、置き去りにするといった行為を指

します。 

心理的 

虐待 

子供の心に長く傷として残るような経験

や傷を負わせる言動を行うこと。子供の

存在を否定するような言動が代表的です

が、兄弟姉妹との間に不当なまでの差別

的な待遇をする場合もあります。また、配

偶者に対する暴力や暴言、いわゆるドメ

スティックバイオレンス（ＤＶ）や、その

他の家族に対する暴力や暴言を子供が目

撃することは、当該子供への心理的虐待

に当たります。 

虐待は家族の構造的な問題を背景として起

きており、児童相談所などでは家族の歴史や家

族間の関係、経済的背景などを含めて総合的な

見立てを行っています。学校・教職員において

も、保護者の成育歴、就労や家計の状態、居住

状況、ストレスの状態、心身の問題、子供の障

害や疾病等の育児負担の問題、望んだ妊娠であ

ったのかどうかという問題など、多様な要因に

よって虐待が起きるということを理解してお

くことが大事です。 

（２）学校、教職員等の役割 

学校、教職員においては、虐待の早期発見・

早期対応に努めるとともに、市町村（虐待対応

担当課）や児童相談所等への通告や情報提供を

速やかに行うことが求められます。 

 

学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き 
（簡易版） 
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児童虐待防止法によって学校や教職員に求

められる主な役割は、以下の①～④の４点です

が、虐待の有無を調査・確認したりその解決に

向けた対応方針の検討を行ったり、保護者に指

導・相談・支援したりするのは権限と専門性を

有する児童相談所や市町村（虐待対応担当課）

です。 

①虐待の早期発見に努めること（努力義務） 

②虐待を受けたと思われる子供について、 

市町村（虐待対応担当課）や児童相談所 

等へ通告すること（義務） 

③虐待の予防・防止や虐待を受けた子供の 

保護・自立支援に関し、関係機関への協 

力を行うこと（努力義務） 

④虐待防止のための子供等への教育に努 

めること（努力義務） 

 

このほか、児童虐待防止法第１３条の４によ

り、児童相談所や市町村（虐待対応担当課）か

ら虐待に係る子供又は保護者その他の関係者

に関する資料又は情報の提供を求められた場

合、必要な範囲で提供することができるとされ

ています。 

（３）教育委員会等の役割 

教育委員会等設置者は学校と同様に自ら虐

待の早期発見に取り組むとともに、虐待対応に

当たって、例えば以下のような役割を果たして

いくことが求められます。 

 

関係機関との連携の強化のための体制整備 

虐待の予防及び早期発見並びに迅速かつ適

切な虐待を受けた子供の保護及び自立の支援

等を行うため、関係機関との連携の強化等のた

めに必要な体制の整備に努めること。 

また、学校及び教育委員会等設置者は、要保

護児童対策地域協議会（要対協）に参加すると

ともに、特に教育委員会等設置者は、教職員等

に対して、学校及び教職員等に期待されている

役割や関係機関等の役割の周知に努めること。 

さらに、虐待問題に関わる法律問題について

弁護士等の専門家にいつでも相談できるよう、

体制を整えておくこと。 

 

研修の充実 

 学校の教職員が、虐待の早期発見・早期対応

等虐待の防止に寄与するとともに虐待を受け

た幼児児童生徒の自立の支援等について適切

に対応できるようにするため、研修等必要な措

置を講ずること。 

これら日常的な対応のほか、学校から児童相

談所や市町村（虐待対応担当課）に対して虐待

と疑われる事案の通告があった場合、当該事案

のその後の経過について学校と共有しておく

ことが重要です。 

 また、要保護児童対策地域協議会への参画や

学校からの虐待に関するあらゆる相談に対応

することも重要な役割です。その際、市町村の

虐待対応担当課との連携は欠かせません。 

さらに、教育委員会等設置者においても、保

護者から情報元に関する開示の求めがあった

場合は、情報元を保護者に伝えないこととする

とともに、児童相談所等と連携しながら対応す

ること、虐待対応に当たって学校や教育委員会

が保護者から威圧的な要求や暴力の行使等を

受ける可能性がある場合は、速やかに児童相談

所、警察等の関係機関、弁護士等の専門家と情

報共有し、対応を検討することが重要です。 
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―――――――――――――――――――― 

２．日頃の観察から通告まで 

―――――――――――――――――――― 

 事案によって異なりますが、学校・教職員が

虐待を発見し、児童相談所や市町村（虐待対応

担当課）に通告するまでは、概ね図１のような

流れとなります。 

（１）発生予防、相談体制の充実等 

 学校・教育委員会等設置者は、日頃からスク

ールカウンセラー（ＳＣ）、スクールソーシャ

ルワーカー（ＳＳＷ）等による相談体制の充実

に努めるとともに、虐待やいじめなどのあらゆ

る子供の悩みや不安を受け止める窓口がある

ことを幼児児童生徒に日常的に伝えておくこ

とが大事です。子供や保護者が早い段階からＳ

ＯＳを出すことができれば、未然防止、早期発

見、早期対応につながるからです。 

例えば、養護教諭やＳＣ、ＳＳＷの役割を伝

えておくほか、子供が相談しやすくなるよう、

２４時間子供ＳＯＳダイヤル（０１２０－０－

７８３１０）を含む電話相談やＳＮＳによる相

談、児童相談所全国共通ダイヤル「１８９」（い

ちはやく）など、複数の窓口を常に教室や廊下

等に掲示しておくことなどが考えられます。 

 （２）日頃からの観察等 

 学校・教職員は虐待を発見しやすい立場にあ

ることを自覚した上で虐待の早期発見に努め

なければなりません（児童虐待防止法第５条）。

虐待を早期に発見する観点として、虐待はどこ

にでも起こり得るという認識に立ち、表１のよ

うな子供や保護者、状況をめぐる「何か変だ」

という異変や違和感を見逃さないことが重要

です。また、アンケート等の訴えからの発見や、

放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）

や放課後子供教室等の学校外からの虐待の情

報提供もあることから、日常的に情報を漏らさ

ずに得られるように注意することが必要です。 

さらに、児童虐待防止法ではドメスティッ

ク・バイオレンス（ＤＶ）により子供に心理的

な外傷を与えることも虐待のひとつとして定

義しており、子供が目撃しているか否かにかか

わらず、ＤＶの問題がある家庭で子供が育つこ

とは心理的虐待として対応するとともに、ＤＶ

に伴って、子供自身が直接暴力などの虐待を受

けている場合もあることに留意が必要です。 

このほか、健康診断においては、身体測定、

内科検診や歯科検診を始めとする各種の検査

等が行われることから、これら検査や水泳指導

の際は身体的虐待やネグレクトを早期に発見

しやすい機会であることに留意し、支援が必要

と思われる子供を把握した場合は市町村（虐待

対応担当課）への情報提供が必要です。 

図２のように、事故による外傷と異なり、外

傷（打撲傷、あざ（内出血）、骨折、刺傷、や

けどなど様々）が臀部やふともも内側など脂肪

組織が豊富で柔らかいところ、首やわきの下な

どの引っ込んでいるところ、外からわかりにく

いところにある場合は、虐待が疑われます。

     

  図２ 身体的虐待と不慮の事故による外傷部位の相違 
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○虐待リスクのチェックリスト 
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  表１ 

 

子供についての 

異変・違和感 

表情が乏しい、触られること・近づかれることをひどく嫌がる、乱暴な言葉遣い、極端に無口、大人へ

の反抗的な態度、顔色を窺う態度、落ち着かない態度、教室からの立ち歩き、家に帰りたがらない、性

的に逸脱した言動、集中困難な様子、持続的な疲労感・無気力、異常な食行動、衣服が汚れている、過

度なスキンシップを求める など 

保護者についての 

異変・違和感 

感情や態度が変化しやすい、イライラしている、余裕がないように見える、表情が硬い、話しかけても

乗ってこない、子供への近づき方・距離感が不自然、連絡が取りにくい、人前で子供を厳しく叱る・叩

く、行事に参加しない、家庭訪問・懇談などのキャンセルが多い、家の様子が見えない など 

状況についての 

異変・違和感 

説明できない不自然なケガ・繰り返すケガ、体育や身体計測のときによく欠席する、低身長や低体重、

体重減少、親子でいるときには親を窺う態度や表情が乏しいが親がいなくなると急に表情が晴れやか

になる、子供が具合が悪くなったなどで保護者に連絡しても緊急性を感じていない様子、その家庭に対

する近隣からの苦情や悪い噂が多い など 
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（３）チームとしての早期対応 

虐待事案は、児童相談所、市町村（虐待対応

担当課）のほか、警察、医療機関など複数の関

係機関と情報を共有しつつ連携して対応する

ことや、専門の機関による判断や対応が必要な

場面が多く、また、長期化するものも少なくあ

りません。学校がそれらの専門機関と継続的に

連携して対応するには、初期段階から管理職の

リーダーシップのもと、組織として対応するこ

とが重要です（図３参照）。 

また、虐待と疑われる事実関係は、本人の発

言内容も含めて具体的に記録してください。 

（４）通告の判断に当たって 

 学校が通告を判断するに当たってのポイン

トは次のとおりです。 

・確証がなくても通告すること 

（誤りであったとしても責任は問われない） 

・虐待の有無を判断するのは児童相談所等の 

専門機関であること 

・保護者との関係よりも子供の安全を優先すること 

・通告は守秘義務違反に当たらないこと 

虐待の有無を判断するのは児童相談所等で

あることを踏まえ、学校は虐待の確証がないこ

とや保護者との関係悪化等を懸念して通告を

ためらってはならず、早期対応の観点から通告

することが重要です。 

なお、児童虐待防止法の趣旨に基づく通告で

あれば、それが結果として誤りであったとして

も、刑事上、民事上の責任を問われることは基

本的には想定されません。 

（５）通告の仕方 

 通告は概ね、市町村（虐待対応担当課）また

は児童相談所のいずれかに対して行います。 

通告の判断に迷った場合や緊急でない場合

は、市町村（虐待対応担当課）に連絡すること

になりますが、次の①～④に該当するような場

合は児童相談所に通告しましょう。 

 ただし、市町村の担当が不在の場合や夜間休

日に通告する場合は、子供の安全のために速や

かに児童相談所に連絡してください。 

【児童相談所に通告する場合】 

①明らかな外傷（打撲傷、あざ（内出血）、 

骨折、刺傷、やけどなど）があり、身体的 

虐待が疑われる場合 

②生命、身体の安全に関わるネグレクトが 

 あると疑われる場合 

③性的虐待が疑われる場合 

④子供が帰りたくないと言った場合 

（子供自身が保護・救済を求めている場合） 

 必ず通告後速やかに設置者である教育委員

会等設置者にも通告したことや通告内容、通告

先からの連絡事項等を連絡しましょう。 

 また、以下の①～④の場合については警察に

も通報するようにしてください。 

【警察に通報する場合】 

①明らかな外傷（打撲傷、あざ（内出血）、 

骨折、刺傷、やけどなど）があり、身体的 

虐待が疑われる場合 

②生命、身体の安全に関わるネグレクトが 

 あると疑われる場合 

③性的虐待が疑われる場合 

④この他、子供の生命・身体に対する危険性、 

緊急性が高いと考えられる場合 

 

―――――――――――――――――――― 

３．通告後の対応 

―――――――――――――――――――― 

通告後の流れは概ね図４のようになります

が、一連の流れの中で児童相談所や市町村（虐

待対応担当課）等から学校への個別の協力要請

がくることもあります。 
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（１）一時保護解除後の対応等 

一時保護が解除され、児童生徒が学校に復帰

する際、学校は児童相談所から保護期間中の子

供の状況を十分に聞き、校内チームで情報を共

有して共通理解を深めた上で、見通しをもった

支援を行うことや、普段の様子を丁寧に観察す

る必要があります。 

学校は一時保護解除後も当該児童生徒が普

段と変わったことがないか、注意深く見取って

いくとともに、不自然な点があれば、児童相談

所や市町村（虐待対応担当課）に相談するよう

にしてください。 

また、長期間学校を欠席し、家庭訪問等を行

っても本人に面会できない場合はその情報を

関係機関と共有して対応することが重要です。 

（２）要保護児童対策地域協議会への参画 

 要保護児童対策地域協議会（要対協）は、要

保護児童等に関する情報や考え方を共有し、適

切な連携・協力を確保するため、ほとんどの市

町村に設置されています。 

 なお、要対協のメンバーには守秘義務が課さ

れていることから、要対協において学校が提供

した情報や事実について、保護者をはじめ対外

的に伝わる心配はありません。 

 要対協において、虐待ケースとして進行管理

台帳に登録されている児童生徒や、児童相談所

が必要と認める児童生徒について、市町村や児

童相談所からの求めに応じ、おおむね１か月に

１回程度、出欠状況や家庭からの連絡の有無、

欠席の理由について書面にて情報提供するこ

とが必要となるほか、当該児童生徒が理由の如

何にかかわらず、休業日を除き引き続き７日以

上欠席した場合には、速やかに情報提供するこ

とが必要です。 

―――――――――――――――――――― 

４．子供・保護者との関わり方、 

転校・進学時の対応 

―――――――――――――――――――― 

（１）虐待を受けた子供への関わり 

虐待を受けた子供は大人への不信感や恐怖

心を抱いていることや自己肯定感が著しく低

いことが多く、教職員は子供の言動の背景をよ

く理解した上で、学校で安心して過ごせるよう

受容的に接し、不安や緊張を和らげたりするほ

か、ＳＣ・ＳＳＷ等と連携しながら心のケアを

行ったり、自尊感情を育むよう工夫したり、折

に触れて声をかけたりするなどして対応して

いくことが必要です。 

（２）保護者への対応 

 通告後は、児童相談所や市町村（虐待対応担

当課）が個々のケースについて調査し、援助方

針を立て、それに基づいた電話や面接、訪問等

を通じて保護者に指導助言、カウンセリング等

のソーシャルワークを行うことになります。

「親権」を理由に保護者が威圧的、拒絶的な態

度をとる場合でも、学校はひるまず子供の命を

守り抜く姿勢で毅然とした対応をすることが

重要です。 

保護者からの威圧的な要求や暴力の行使等

が予想される場合には、学校・教育委員会等は

複数の教職員等で対応すること、学校において

は即座に教育委員会等の設置者に連絡した上

で、組織的に対応することに加え、速やかに市

町村・児童相談所・警察等の関係機関や弁護士

等の専門家と情報を共有し、連携して対応する

ことが必要です。 

（３）転校・進学時の学校間の情報の引継ぎ 

 要保護児童が転居先・進学先の学校でも安全
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に安心して学ぶことができるよう、転居や進学

の際の学校間の引継ぎも重要となります。転出

元・進学元の学校は、指導要録や健康診断票、

虐待に係る記録の文書の写しを引き継ぐとと

もに、対面、電話連絡などを通じて新しい学校

に必要な情報を適切に伝えることが重要です。 

  

また、引き継がれた学校においても、虐待に

関する情報については個々の教員が抱え込ま

ず、必ず校長等の管理職や養護教諭、ＳＣ、Ｓ

ＳＷ等に共有するとともに、市町村（虐待対応

担当課）や新たに管轄する児童相談所と今後の

対応方針を検討することが重要です。 
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